
 

 第１１年次事業計画について 

 

○ 山口県勤労福祉共済会は、昭和４９年９月中小企業に勤務する未組織の勤労者等の生

活の安定と福祉の向上を目的として設立され、昭和６１年６月に社団法人化、その後公

益法人改革の対応として、平成２５年９月２日に一般社団法人へ移行したところです。 

 

○  この間、全労済の協力の下、市町共済会等の関係機関と連携し、共済事業の改善、福

利厚生事業の充実など、勤労者のニーズに対応した事業の推進を図ってきたところです。 

 

○  しかしながら、この度、共済事業を続けることは難しいとして、令和５年２月１３日

の第３０回臨時総会で、共済事業の廃止及び一般社団法人山口県勤労福祉共済会の解散

に係る方針について承認されたところです。 

 

○ 一方で、令和５年４月末現在の加入事業所は 2,014 事業所、加入者数は 15,244 人 

あり、共済事業終了までは、既加入者に対しては丁寧な対応で事業運営を続けてまいり

ます。 

 

○ 第１１年次においては、次に掲げる基本方針に沿った活動を推進します。 

 

                                                      

Ⅰ 基本方針 

                                                           

 １ 既契約者及び既加入者に対して、ハートピア共済の終了についての周知に努め、き

め細かく対応します。 

 

２ 各種保険商品の活用や従業員への福利厚生等に係る相談窓口の設置によりきめ細か
い支援に努めます。 

 

 ３ 共済給付金支給の迅速化及び福利厚生事業の利用促進に努めます。 

 

 ４  公益目的支出計画に基づき、公益目的事業を実施し労働福祉の向上に努めます。              

 

 ５ 安定した経営基盤を維持します。  

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 具体的な事業内容 
 
１  共済事業 

 既加入事業所等からの問い合わせについて、きめ細かく対応し、安心をお届けするよ

う努めます。 

  〇令和７年５月末をもって共済事業を終了することから、新規の加入は受け付けない。 

なお、既加入事業所における追加の加入は受け付けます。 

  〇中小企業の勤労者の福利厚生制度として、保障内容は６つの豊富なメニュー（１型、

２型、３型、４型、高齢者型、ファミリー型）で、病気や事故による死亡、障害、入院、

交通事故の通院、労働災害の自宅治療、住宅災害給付金や、結婚、出産、小・中・高校

入学、銀婚のお祝金まで保障します。 

  〇掛金は年齢や性別にかかわらず一律で、月額、１型４５０円、２型９００円、    

３型１，５００円、４型２，０００円、高齢者型４５０円、ファミリー型５００円です。 

   

２  福利厚生事業 

  加入者に対する福利厚生のため、利用促進に努めます。  

(1) 助成事業 

    ① 全国宿泊施設利用料助成 

② 人間ドック・脳ドック受診料助成 
③ 国家資格試験等受験料助成  

 

    (2) 割引事業  

    ① 県内・県外協定施設宿泊料割引 

    ② 結婚式場等利用料割引 

    ③ スイミングスクール等入会金割引 

    ④ 葬儀施設基本料割引 

⑤ (一社)全国中小企業勤労者福祉サービスセンターの協定施設割引 

 

    (3) 共済会福祉対策事業 

       各市町共済会が会員の福祉の増進を図るために実施するバスツアーなどの共済 
会福祉対策事業について、｢一市町一事業の実施」を目標に、福祉対策事業の推進に
努めます。 

 

３  公益目的事業 

  公益に関する事業であって不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する事業として、 

 公益目的事業について、公益目的支出計画に基づき実施します。 

(1) セミナー・講演会事業 

①  講演会 

  ｢労働福祉」に係るテーマのセミナー・講演会を開催します。     

②  講師派遣事業 

 県内で開催される労働福祉に関する各種の研修会、学習会等に、専門的な知見 

        を有する講師（社会保険労務士）を派遣する事業の利用促進に努めます。 

③  勤労者の福祉に関する普及啓発パンフレットの作成 

「ワーク・ライフ・バランス」の啓発リーフレットを作成します。 



(2) 助成（公募）事業 

    団体活動助成事業は、県内に事業所を置く非営利法人及び組織の運営に関する会

則等の定めがあり、かつ、決算書が作成されている団体で、県内で行われる事業に

対し､１１年次の申請件数は３件、６０万円の助成を行います。 

 

４  情報提供等 
インターネットを利用し、リアルタイムに情報提供を行います。 

 

５  加入者へのサービス 

(1) 機関誌の配布 

        会員向けの情報提供を図り、お得な内容を充実させ、利用促進に努めます。 

 

(2) 中小企業退職金共済制度の加入促進 

       中小企業に勤務する従業員の福祉の増進と雇用の安定を図るため、同制度への加 

入促進を図ります。 

 

(3) 永年加入事業所の表彰等 

        当会への永年加入事業所の表彰及び記念品授与を行います。 

 

(4)  契約を更新した事業所へ粗品の配布を行います。 

 

６  ハートピア共済終了に向けた取組 

(1) 既契約者及び既加入者に対して、ハートピア共済の終了についての周知に努め、 

きめ細かく対応します。 

 

(2) 各種保険商品の活用や従業員への福利厚生等に係る相談窓口の設置によりきめ 
    細かい支援に努めます。 

 

７  安定した経営基盤の維持 

  ○ 国債などによる安全確実な資産運用を進めます。 

 ○ 事業活動に伴う管理的経費の削減に努めます。  

 

 ○ 未収共済掛金の回収に努めます。 


